
家計調査≪貯蓄・負債編≫の概要 

Ⅰ 調 査 の 概 要 

家計調査（指定統計第56号を作成するための調査）は，

全国の全世帯（学生の単身世帯を除く。）を対象として家計

収支等を調査している。 

世帯における貯蓄・負債の状況については，平成12年ま

で家計調査の附帯調査として毎年実施した「貯蓄動向調査」

において把握してきた。しかし，近年の消費動向を分析す

る上で，貯蓄及び負債の保有状況と関連させた家計収支の

実態を明らかにする必要があるとの要請が高まってきた。

そのため，平成14年１月より貯蓄動向調査を家計調査に統

合し，二人以上の世帯における貯蓄及び負債の状況につい

ても家計調査において把握することとなった。また，これ

に併せて，単身世帯を対象として実施していた「単身世帯

収支調査」についても家計調査に統合している。 

家計調査の報告書は平成14年から３分冊となっている。

本報告書は貯蓄及び負債に関する結果であり，二人以上の

世帯の家計収支の詳細に関しては別冊の≪家計収支編（二

人以上の世帯）≫を，単身世帯及び総世帯の家計収支の詳

細に関しては別冊の≪家計収支編（単身・総世帯）≫を参

照されたい。 

 

１ 調査の対象 

家計調査は学生の単身世帯を除いた全国の世帯について

行っている。 

また，次に掲げる世帯は世帯としての収入と支出を正確

に計ることが難しいことなどの理由から，除外している。 

(1) 外国人世帯 
(2) その他 
ア 料理飲食店，旅館又は下宿屋（寄宿舎を含む。）

を営む併用住宅の世帯 

イ 賄い付きの同居人がいる世帯 

ウ 住み込みの営業使用人が４人以上いる世帯 

エ 世帯主が長期間（３か月以上）不在の世帯 

 

２ 調査世帯の選定（二人以上の世帯） 

標本設計の資料としては，平成７年国勢調査の結果を用

い，単身世帯を除く一般世帯について標本設計を行った。 

(1) 抽出単位 
調査世帯の抽出には，層化３段抽出法を用いた。第１

次抽出単位として市町村，第２次抽出単位として調査単

位区（原則として，平成７年国勢調査のために設定され

た調査区で，隣接する２調査区を１調査単位区とする。

以下「単位区」という。），第３次抽出単位として世帯を

とった。 

(2) 調査市町村の選定 
全国を168層に分け，単身世帯を除く一般世帯の数に

比例した確率比例抽出により各層から１市町村を選定

した。 

層別の方法は，次のとおりである。 

各都道府県庁所在市，川崎市及び北九州市については，

それぞれを１層とした。それ以外の市町村については，

まず市部と郡部（町村）に分け，市部は，さらに，次の

基準によって71層に分割した。 

ア 地方････････10 地方（北海道，東北，関東，北

陸，東海，近畿，中国，四国，九州，沖縄） 

イ 都市階級････人口15万以上100万未満の市（中

都市），人口５万以上15 万未満の市（小都市Ａ），

人口５万未満の市（小都市Ｂ）の３階級 

ウ 非農林漁家世帯数比率（世帯員が２人以上の一般

世帯に対する非農林漁家世帯の割合） 

エ 人口増減率 （平成２年から平成７年までの５年

間の人口増減率） 

オ 人口集中地区人口比率 

カ 産業的特色（事業所総数に対する第２次及び第３

次産業の事業所数の割合） 

郡部は，市部と同様，まず地方によって10 地域に

区分した後，地方別に地理的位置（海沿い，山地等），

非農林漁家世帯数比率，人口増減率によって，48 層

に分けた。 

(3) 調査市町村の交替 
調査町村は定期的に交替を行っており，平成 14 年に

交替した調査町村名については「調査市町村交替等の経

緯（平成14年）」（p.254）を参照されたい。調査市は原

則として固定している。 

(4) 調査世帯数の決定とその配分 
調査世帯数の決定及びその調査市町村への配分は，次

に示す結果利用上の観点，実査上の制約を考慮して行わ

れた。 

 



【家計収支編における結果利用上の観点】 

ア 全国平均及びその世帯階層別（所得階層別，職業

別など）月別増加率をみる。また，都市階級別平均

及び地方別平均の年平均増加率をみる。 

イ 都道府県庁所在市別平均の年平均増加率をみる。 

【実査上の制約】 

ア 1調査員が２単位区，12世帯を調査する。 

イ 調査世帯は６か月間調査され，７か月目に他の世

帯と交替するが，その交替は１単位区，６世帯を単

位として行われ，全国で毎月６分の１ずつ行う。 

調査世帯数は8,076世帯とし，その調査市町村への

配分は，原則として，下表のように行った。なお，大

都市を除く県庁所在市には96 世帯を配分した（調査

市町村については，「調査市町村一覧表（平成14年）」

p.243参照）。 

なお，沖縄県については，経済開発施策等の基礎資

料に用いるため，一つの地方として結果表章する必要

があることから，抽出率を他府県より高くし，276世

帯を選定してある。 

(5) 調査単位区の選定と交替 
まず，調査市町村内の全域（平成７年国勢調査調査区

のうち，特別調査区＜特別な施設のある地域等＞，水面

調査区＜水上生活者がいる地域等＞などを除く一般調

査区全域）を，国勢調査調査区を単位として，当該市町

村に配分された調査員の数と同数の地域に分割する。分

割に当たっては，分割された各地域に含まれる調査対象

世帯数がほぼ同数になるようにしている。分割された一

つの地域が１調査員の担当する地域範囲となる。 

分割した地域について，調査対象世帯数が1,500以上

3,000 未満になるように区分して複数のブロックを設定

し，それらのブロックから１ブロックを任意抽出する。

この抽出されたブロックから，一定の方法により二つの

単位区を設定する。単位区は，１年に１回交替しブロッ

ク内で単位区の交替が終わった場合は，次のブロックに

進み，単位区の交替を同様に行う。 

(6) 調査世帯の選定と交替 
調査員は，選定された単位区内を実地踏査して，単位

区内に居住するすべての世帯を記載した「一般単位区世

帯名簿」（p.251参照）を作成する。この名簿から，調査

対象外の世帯を除外して，農林漁家世帯，勤労者世帯及

び勤労者以外の世帯別に，「調査世帯抽出番号表（乱数

表）」(p.251 参照)を用い，調査世帯を選定する。なお，

農林漁家世帯，勤労者世帯及び勤労者以外の世帯の割当

世帯数は，単位区内の農林漁家世帯，勤労者世帯及び勤

労者以外の世帯の数に比例して６世帯を按分する。 

調査世帯は６か月間調査され，７か月目に同一単位区

内で他の世帯（調査世帯抽出番号表を用いて選定する。）

と交替する。交替に先立って調査員は再度単位区内を実

地踏査し単位区世帯名簿を補正する。１年間調査すると

単位区そのものを交替する。 

 

３ 調査方法（二人以上の世帯） 

(1) 調査の流れ 

調査は，総務省統計局を実施部局として，次の流れに

より行っている。 

総務大臣－都道府県知事－統計調査員(指導員)－

統計調査員(調査員)－調査世帯 

(2) 調査期間 

調査は毎月行う。調査世帯は，原則として６か月間継

続して調査され，毎月６分の１ずつが，順次，新たに選

定された世帯と交替する。また，単位区は１年間調査さ

れ，毎月 12 分の１ずつが新たに選定された単位区と交

替する。 

(3) 調査事項と調査方法 
調査は，｢世帯票｣，「家計簿」，「貯蓄等調査票」及び

「年間収入調査票」の４種の調査票を用いて行う。 

ア まず，調査を行う世帯の世帯員及び住居に関する

事項を「世帯票」（p.249 参照）によって，調査員

が質問して調査する。 

表 調査世帯数の割当（二人以上の世帯） 
 

地 域 調査市

町村数

調 査

世帯数
抽  出  率 

 

全 国 

 

人 口 ５ 万 以 上 の 市 

東 京 都 区 部 

1 0 大 都 市 

都 道 府 県 庁 所 在 市 

(大 都 市 を 除 く 。 ) 

上 記 以 外 

人 口 ５ 万 未 満 の 市 

町 村 

168

99

1

10

38

50

21

48

8,076

7,020

408

1,140

3,720

1,752

480

576

 

― 

 

― 

1/5,066 

1/2,938～1/6,245 

1/354～1/2,503 

 

1/1,078～1/12,297 

1/896～1/6,700 

1/3,733～1/19,161 

 



イ その後，６か月間，勤労者世帯及び勤労者以外の

世帯のうちの無職世帯については，家計上の収入及

び支出を，勤労者以外の世帯（無職世帯を除く。）

については，家計上の支出のみを，調査世帯が日々

「家計簿」（p.248参照）に記入する。 

記入は，品目ごとに，購入金額のみならず購入

数量（食料の数量は，記入開始１か月目のみ）も

記入する。購入数量は，総務省から配布された「は

かり」を用いて量る。なお，家計簿は１か月を２

期に分け，月２冊を調査世帯に配布し，半月ごと

に調査員が収集する。 

ウ 記入開始後１か月目の後半に調査世帯が自ら「年

間収入調査票」（p.250参照）に記入することによっ

て記入開始月を含む過去１年間の収入を調査する。 

エ 記入開始３か月目の前半に調査世帯自ら「貯蓄等

調査票」（p.252 参照）に記入することによって，

貯蓄及び負債の現在高等を調査する。 

オ 調査をどうしても引き受けられない世帯の場合

には，世帯員及び住居に関する事項と１か月間の家

計費総額を「準調査世帯票」（p.250 参照）によっ

て調査員が質問して調査する。 

 

４ 集計方法 

(1) 集計の手順 
調査票は調査員が収集し，都道府県統計主管課で審査

した後，総務省統計センター（現独立行政法人統計セン

ター）に送付される。統計センターでは調査票を受付後，

家計収支については，家計簿の１行１行の記入に対し

「収支項目分類」に従って内容審査と同時に分類格付を

行う。この収支項目分類の項目数は約550項目にのぼる。

分類格付された調査票の内容は，統計センターの電子計

算機によって集計される。貯蓄及び負債については，貯

蓄等調査票を光学式文字読取装置（OCR）により読取り，

集計される。 

(2) 推定式 
ア 二人以上の世帯の家計収支，貯蓄及び負債（農林

漁家世帯を除く。） 

全国平均や地方別平均の推計は，市町村（層）別に調

査世帯の抽出率が異なるため，世帯数が母集団の大きさ

の323分の１になるように定められた市町村別調整係数

を集計世帯の収支項目ごとに乗じて行う。 

月平均の推定式は次のように表される。 
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ここで， 

Ｘｎｉｊ：ｎ月に家計簿を記入したｉ市町村，ｊ世帯

のある項目の金額 

Ｋｉ ：ｉ市町村の調整係数 

Ｈｉ ：ｉ市町村における調査世帯数 

Ｈｎｉ ：ｎ月におけるｉ市町村の集計世帯数 

Xｎ ：ｎ月における全国，地方別，階級別などの
ある項目の平均の金額 

また，年平均及び四半期平均等は月別結果の単純平均

として算出する。 

年間収入五分位階級別データの年平均値，四半期平均

値等は，年間収入五分位階級別の月別結果を単純平均し

たものである。 

なお，「世帯人員」，「有業人員」及び「世帯主の年齢」

の年平均値，四半期平均値等もそれぞれ月別結果の単純

平均で求めている。 

イ 二人以上の世帯の家計収支，貯蓄及び負債（農林

漁家世帯を含む。） 

市町村別調整係数に対して地方 10 区分，世帯人員４

区分で比推定を行う。比推定のベンチマークには労働力

調査の１年前の同じ月から始まる 12 か月分の平均値を

用いる。 

月平均の推定式は次のように表される。 
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ここで， 

 ：地方 10 区分：北海道，東北，関東，北陸，

東海，近畿，中国，四国，九州，沖縄 

l  ：世帯人員４区分：２人，３人，４人，５人以

上 

i  ：168調査市町村 

 ： 月に家計簿を記入した 地方， 世帯人員， 

市町村， 世帯のある項目の金額 

kiα  ： 地方， 市町村の調整係数 

nklW  ： 月における 地方， 世帯人員の調査対象
世帯数（労働力調査の推計値） 

nklim′  ： 月における 地方， 世帯人員， 市町村
の集計世帯数 

kim  ： 地方， 市町村の調査予定世帯数 

nkim′  ： 月における 地方， 市町村の集計世帯数 
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nklC  ： 月における 地方， 世帯人員別比推定比 

nkiα′  ： 月における 地方， 市町村の調整済調整
係数 

nχ  ： 月における全国，地方別，階級別などのあ

る項目の平均の金額 

(3) 推定に用いる数値 
貯蓄及び負債額については，各調査世帯の調査開始３

か月目の１日現在で調査する。前記(2)の推定に当たっ

ては，この金額を調査期間中（６か月間）の当該世帯の

貯蓄及び負債額としている。 

 

５ 結果表 

(1) 概要 
平成14年の結果は，「結果表一覧」（p.253参照）に

示したとおりである。家計調査≪貯蓄・負債編≫では，

貯蓄及び負債現在高等の結果表のほか，貯蓄及び負債現

在高階級別に家計収支の用途分類のデータを集計した

結果表等がある。 

(2) 地域区分 
結果表章で最小単位の地域区分は市町村であり，この

市町村別の結果をまとめて，都市階級別，地方別及び大

都市圏別の結果を集計している。 

都市階級の分類基準は，次のとおりである。 

大都市･････人口100万以上の市（さいたま市を除く。） 

札幌市，東京都区部，横浜市，川崎市，

名古屋市，京都市，大阪市，神戸市， 

広島市，北九州市，福岡市 

中都市･････人口15万以上100万未満の市（さいたま

市を含む。） 

小都市Ａ･･･人口５万以上15万未満の市 

小都市Ｂ･･･人口５万未満の市 

また，「人口５万以上の市」とは，大都市，中都市及

び小都市Ａをまとめたものである。人口の大きさは平成

７年国勢調査時のものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，調査市がどの都市階級に属しているかは，「調

査市町村一覧表（平成 14 年）」(p.243)に掲載されてい

る。また，｢調査市町村交替等の経緯（平成14年）｣(p.254)

も参照されたい。 

地方の分類基準は次のとおりである。 

北海道地方･････北海道 

東北地方･･･････青森県，岩手県，宮城県，秋田県，

山形県，福島県 

関東地方･･･････茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，

千葉県，東京都，神奈川県，山梨県，

長野県 

北陸地方･･･････新潟県，富山県，石川県，福井県 

東海地方･･･････岐阜県，静岡県，愛知県，三重県 

近畿地方･･･････滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，

奈良県，和歌山県 

中国地方･･･････鳥取県，島根県，岡山県，広島県，

山口県 

四国地方･･･････徳島県，香川県，愛媛県，高知県 

九州地方･･･････福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，

大分県，宮崎県，鹿児島県 

沖縄地方･･･････沖縄県 

大都市圏は，平成７年国勢調査による通勤･通学人口

を基に設定された大都市圏に属する市町村のうち，家計

調査の対象市町村のデータをまとめたもので，京浜葉大

都市圏，中京大都市圏，京阪神大都市圏及び北九州･福

岡大都市圏の４大都市圏が設けられている。(各大都市

圏に属する市町村については「調査市町村一覧表（平成

14年）」p.243参照) 

 

６ 結果の公表 

貯蓄及び負債に関する調査の結果は，四半期結果として，

四半期ごとの調査最終月のおおむね４か月後に公表される。 

刊行物としては，年平均結果を中心に収録した「家計調

査年報≪貯蓄・負債編≫」が刊行される。 
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